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３月８日実施

要望書では選択的夫婦別姓の早期実
現に賛同を表明し、①夫婦同姓を規定
する民法750条を改正し、婚姻時、夫
婦が同姓、または各自の婚姻前の氏を
称することができる選択的夫婦別姓制

本会は、夫婦が自らの意志で姓を選
択できる選択的夫婦別姓制度の早期実
現について賛同を表明します。

1898年（明治31年）の旧民法で定め
られた夫婦同姓制度は戦後も引き継が
れ、今日では、民法第750条により、
夫婦は婚姻時に一方の姓を選択する夫
婦同姓が規定されています。しかし、
現状は妻（女性）が夫（男性）の姓に変
更するケースが圧倒的多数を占めてい
ます。また、明治ならびに現民法にて
制度化された1947年（昭和22年）当時
と異なり、家族形態や個人の価値観は

度を導入する、②同制度に対し、国民
の理解を深めるための啓発活動を強化
する、③同制度の導入に向けたロード
マップを策定し、公表する、以上の３
点を求めた。

格段に多様化しています。
夫婦同姓による経済社会への影響と

しては、女性の職業活動上の不利益、
行政や金融機関の変更手続きに伴う負
担が挙げられます。こうした中で、旧
姓の通称使用の拡大が進められてきま
したが、旧姓併記に対応した仕組み・
システムへの変更にもコストを要して
います。また、旧姓の通称使用は国際
的には安全保障上のリスク要因になり
得ることから、グローバル化に対応し
た政策とは言えません。

個人の尊重と両性の実質的平等、多

様な家族形態を認める社会を実現する
ためには、選択的夫婦別姓制度を早期
に導入することが必要です。これは社
会におけるDEI（Diversity, Equity & 
Inclusion）の浸透を促進する一歩であ
り、政府に対しては以下の三点を求め
ます。
（１）�夫婦同姓を規定する民法750条を

改正し、婚姻時、夫婦が同姓、ま
たは各自の婚姻前の氏を称するこ
とができる選択的夫婦別姓制度を
導入する

（２）�同制度に対し、国民の理解を深め
るための啓発活動を強化する

（３）�同制度の導入に向けたロードマッ
プを策定し、公表する

本会は、あらゆる人材が活躍できる
「多様性ある、公正で、包摂的な社会」
の実現を目指し、今後もさまざまなス
テークホルダーと協働しながら、社会
のDEIを推進していきます。

３月８日の「国際女性デー」に合わせ、選択的夫婦別姓の早期実現を求めるビジネスリーダー有志の会、
経団連、新経済連盟、全国女性税理士連盟、日本跡取り娘共育協会と共に選択的夫婦別姓の早期実現を求め、
それぞれの要望書等を首相、法相、外相、女性活躍・男女共同参画担当相宛てに手交した。

選択的夫婦別姓
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選択的夫婦別姓制度の早期実現に向けた要望（全文）
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